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衆
議
院
議
員
馳
浩
君
提
出
国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
抑
制
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
者
数
の
抑
制
（
以
下
「
新
規
採
用
抑
制
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
「
歳
出
削
減
効
果
」
に
つ
い
て

は
、
抑
制
し
た
人
数
分
を
国
家
公
務
員
と
し
て
採
用
し
た
場
合
に
お
け
る
そ
れ
ら
の
者
の
任
命
さ
れ
る
官
職
や
勤
続
年
数
等

を
予
見
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
直
接
算
出
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
仮
に
、
平
成
二
十
一
年
度
新
規
採
用
者
数
と

平
成
二
十
五
年
度
新
規
採
用
者
数
の
上
限
値
の
差
で
あ
る
四
千
七
百
三
十
一
人
に
係
る
人
件
費
に
つ
い
て
機
械
的
な
試
算
を

行
う
と
、
四
千
七
百
三
十
一
人
に
平
成
二
十
四
年
度
の
国
家
公
務
員
の
初
任
者
一
人
当
た
り
の
年
間
の
人
件
費
と
し
て
試
算

し
た
額
で
あ
る
約
二
百
九
十
万
円
（
行
政
職
俸
給
表
（
一
）
の
一
級
二
十
五
号
俸
の
俸
給
月
額
を
前
提
と
し
、
平
均
的
な
期

末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
並
び
に
国
家
公
務
員
共
済
負
担
金
を
含
め
て
計
算
し
た
も
の
で
、
国
家
公
務
員
の
給
与
の
改
定
及
び

臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
二
号
）
に
基
づ
く
給
与
減
額
支
給
措
置
を
講
ず
る
前
の
も
の
）
を
乗
じ

た
も
の
は
約
百
三
十
七
億
円
と
な
り
、
四
千
七
百
三
十
一
人
に
平
成
二
十
四
年
度
の
国
家
公
務
員
一
人
当
た
り
の
年
間
の
人

件
費
と
し
て
試
算
し
た
額
で
あ
る
約
九
百
四
十
万
円
（
平
成
二
十
四
年
度
予
算
に
お
け
る
自
衛
官
分
を
除
い
た
人
件
費
総
額

か
ら
追
加
費
用
、
公
務
災
害
補
償
費
及
び
休
職
者
給
与
額
を
除
い
た
額
を
、
自
衛
官
を
除
く
国
家
公
務
員
の
定
員
の
数
で
除

一



し
た
も
の
）
と
平
均
的
な
勤
続
年
数
と
し
て
二
十
五
年
を
乗
じ
た
も
の
は
約
一
兆
千
百
二
十
五
億
円
と
な
る
。

二
、
四
、
八
及
び
十
に
つ
い
て

国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
抑
制
に
つ
い
て
、
年
齢
構
成
の
ゆ
が
み
や
組
織
と
し
て
の
活
力
低
下
な
ど
の
懸
念
が
あ
る
こ
と

や
、
若
者
へ
の
し
わ
寄
せ
で
あ
る
と
い
っ
た
批
判
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
承
知
し
て
い
る
。
お
尋
ね
の
「
組
織
の
ス
リ
ム

化
」
や
「
組
織
の
在
り
方
」
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
の
定
員
の
削
減
に
つ
い
て
、
今
後
、
行
政
機
関
が
担
う
べ
き
仕
事

の
範
囲
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
適
正
な
水
準
に
つ
い
て
議
論
を
行
っ
た
上
で
、
行
政
改
革
実
行
本
部
に
お
い
て
検
討
を
進
め
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
組
織
活
力
を
維
持
す
る
観
点
か
ら
、
中
高
年
齢
層
の
自
発
的
な
離
職
・
再
就
職
を
支
援
し
て
い

く
必
要
性
も
認
識
し
て
お
り
、
早
期
退
職
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
高
め
る
た
め
の
給
付
の
措
置
や
、
民
間
の
支
援
会

社
の
活
用
も
含
め
た
再
就
職
の
支
援
等
の
措
置
の
具
体
化
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
る
。
な
お
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和

二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
七
十
八
条
第
四
号
は
、
職
員
の
意
に
反
し
て
降
任
し
、
又
は
免
職
す
る
こ
と
が
で
き
る
事

由
の
一
つ
と
し
て
、
官
制
若
し
く
は
定
員
の
改
廃
又
は
予
算
の
減
少
に
よ
り
廃
職
又
は
過
員
を
生
じ
た
場
合
を
定
め
て
い
る

が
、
公
務
員
の
分
限
免
職
に
つ
い
て
の
過
去
の
裁
判
例
に
お
い
て
、
任
命
権
者
が
被
処
分
者
の
配
置
転
換
が
比
較
的
容
易
で

あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
努
力
を
尽
く
さ
ず
に
分
限
免
職
処
分
を
し
た
場
合
に
は
権
利
の
濫
用
と
な
る
と
判
示
さ
れ
て

二



お
り
、
分
限
免
職
に
つ
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
考
え
方
も
踏
ま
え
、
同
法
に
基
づ
き
適
切
に
対
処
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と

考
え
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
抑
制
の
取
組
は
、
平
成
二
十
三
年
度
採
用
分
か
ら
行
っ
て
お
り
、
こ
れ
に
係
る
方
針
を
決
定
し

た
平
成
二
十
二
年
五
月
時
点
に
お
け
る
直
近
の
実
績
値
と
し
て
、
平
成
二
十
一
年
度
の
採
用
実
績
を
比
較
対
象
と
し
た
と
こ

ろ
で
あ
り
、
平
成
二
十
四
年
度
及
び
平
成
二
十
五
年
度
の
新
規
採
用
抑
制
の
方
針
を
決
定
す
る
際
に
も
、
平
成
二
十
三
年
度

の
取
組
と
の
比
較
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
引
き
続
き
平
成
二
十
一
年
度
の
採
用
実
績
を
比
較
対
象
と
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

五
及
び
六
に
つ
い
て

「
平
成
二
十
五
年
度
の
国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
抑
制
の
方
針
に
つ
い
て
」
（
平
成
二
十
四
年
四
月
三
日
閣
議
決
定
。
以

下
「
平
成
二
十
五
年
度
新
規
採
用
抑
制
方
針
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
き
、
総
務
大
臣
が
平
成
二
十
五
年
度
の
各
府
省
の
新
規

採
用
者
数
の
上
限
値
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
治
安
対
策
や
国
民
の
安
全
確
保
に
配
慮
し
た
結
果
、
刑
務
官
を
採
用
す

る
法
務
省
及
び
海
上
保
安
官
を
採
用
す
る
国
土
交
通
省
の
同
年
度
の
新
規
採
用
者
数
の
上
限
値
は
、
平
成
二
十
一
年
度
の
採

用
実
績
と
比
べ
、
そ
れ
ぞ
れ
五
十
二
パ
ー
セ
ン
ト
減
、
五
十
パ
ー
セ
ン
ト
減
と
な
っ
て
お
り
、
全
体
の
平
均
で
あ
る
五
十
六

三



パ
ー
セ
ン
ト
減
に
対
し
、
低
い
抑
制
割
合
と
な
っ
て
い
る
。

七
に
つ
い
て

国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
抑
制
に
よ
り
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
に
お
け
る
復
旧
・
復
興
に
係
る
業
務
遂
行
に
支
障
が

生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
引
き
続
き
、
被
災
地
へ
の
定
員
配
置
の
重
点
化
や
応
援
派
遣
、
新
規
採
用
抑
制
の
対
象
外
で
あ

る
任
期
の
定
め
の
あ
る
職
員
の
活
用
な
ど
に
よ
り
、
要
員
の
確
保
に
万
全
を
期
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

九
に
つ
い
て

平
成
二
十
五
年
度
新
規
採
用
抑
制
方
針
に
お
け
る
採
用
抑
制
の
よ
う
な
大
幅
な
採
用
抑
制
の
取
組
は
、
平
成
二
十
五
年
度

及
び
平
成
二
十
六
年
度
の
二
年
間
に
限
り
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

十
一
に
つ
い
て

現
下
の
厳
し
い
財
政
状
況
や
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に
関
連
し
国
民
に
負
担
を
お
願
い
せ
ざ
る
を
得
な
い
こ
と
を
踏

ま
え
、
政
府
と
し
て
は
、
総
人
件
費
削
減
の
た
め
あ
ら
ゆ
る
こ
と
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
お
り
、
そ
の

一
環
と
し
て
、
国
家
公
務
員
の
新
規
採
用
抑
制
に
つ
い
て
も
取
り
組
ん
で
い
る
も
の
で
あ
る
。
他
方
、
現
下
の
厳
し
い
雇
用

情
勢
に
鑑
み
、
若
者
の
雇
用
対
策
を
行
う
こ
と
の
重
要
性
は
認
識
し
て
お
り
、
政
府
と
し
て
、
労
働
界
、
経
済
界
、
教
育
界

四



と
若
者
の
厳
し
い
就
職
環
境
に
つ
い
て
の
切
実
な
危
機
感
を
共
有
し
、
一
体
と
な
っ
て
、
若
者
が
生
き
生
き
と
働
け
る
雇
用

の
場
を
継
続
的
に
生
み
出
し
、
若
者
を
学
校
か
ら
職
場
へ
円
滑
に
つ
な
ぐ
た
め
の
取
組
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る

と
考
え
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
「
「
日
本
再
生
の
基
本
戦
略
」
に
つ
い
て
」
（
平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
十
四
日
閣
議
決
定

）
に
盛
り
込
ん
だ
「
若
者
雇
用
戦
略
（
仮
称
）
」
を
本
年
半
ば
ま
で
に
策
定
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

五


